
 

えひめ子育て応援企業の皆様へ 
補 助 স の ご 案 内    

 ع愛媛県ல事と育児のয়支援アドバイザーഃへः事業ع
 

愛媛県では、えひめ子育て応援企業が 
従業員のல事と子育てのয়支援に取り組もうとする場合、 

その取組みを集中的に後押しするため、 
アドバイザーの受け入れに要する費用を最大６回まで補助します。 

えひめ子育て応援企業であって、ゴールド認証（認証要綱第10 条）を取得する等、一層
の職場環境整備をしようとする企業です。※県内事業所に限る。 

〇 アドバイザーのපস：アドバイザーの招へい・助言に必要な経費  
〇 アドバイザーが助言を取りまとめた職場環境整備のための計画書を作成する費用 

 
〇 アドバイザーのපস15,000 円（１回の企業訪問当たり） ※最大６回までです。 
〇 職場環境整備計画書作成費30,000 円 

補助সを申請できる企業 

補助の対象となる経費 

補助সのપ（限પ） 

お問い合わせは以下の担当まで 
愛媛県労政雇用課労働政策グループ 

電話 089-912-2502 

□ 補助金の交付決定前に事業に着手（アドバイザーとの契約締結）することはできません｡着手済みの

事業は、補助金の対象外ですのでご注意下さい。 

□ アドバイザーは、申請者が選定する必要があります。アドバイザーは原則として、人事労務管理など

に関する有資格者（社会保険労務士、中小企業診断士、税理士）から選定して下さい。例外として、   

これ以外の有資格者を選定したい場合は、事前に県に協議いただく必要がありますので、ご相談下さい。 

□ 事業計画は年度内に完了するものにしてください。補助金を受けるためには、年度内に実績報告書を

提出する必要があります。 

□ 補助金の支払いは、実績報告書の提出後に県の審査を適正に終えた後となります。 

□ この補助金の政策目的は、両立支援に取り組む企業を応援するとともに、その取組を他社に紹介する

ことです。事業の終了後、県のセミナー等での事例発表をお願いさせていただく場合があります。 

□ 県は、申請者が選定した個々のアドバイザーのサポート内容については責を負いません。アドバイス

及びこれに基づく成果（社内規定等）が、愛媛労働局に労働関係法令違反と判断された場合は、その指

導に従って下さい（県の補助であることを理由に指導を拒むことはできません。）。  

申請される際のチェックポイント 

ഫએにਢऎ 



 

□ アドバイザーの招へいに当たっては、書面による契約が必要です。 

□ 補助対象経費の考え方は以下のとおりです。 

・対象経費：アドバイス費用については、６回の招へいを上限に補助対象とする。申請者とアドバイザー

の合意により７回以上受け入れることは差し支えないが、７回目以降は補助対象外となる。 

・旅費の扱い：招へいに要する旅費は「謝金」に含めること。旅費の算定は、実費と申請者の旅費規程上

の額とを比較して低廉な額とすること。 

・対象外経費：招へいに要する諸費（消耗品費、通信費、食費、宿泊費等）、謝金等の振込手数料、当該

補助金の仕入れに係る消費税及び地方消費税は補助対象外とする。 

□ 補助の対象となる事業（補助事業）と他の事業の経費を明確に区分し、領収証等対象経費の支出関係書

類は、他事業費の書類と別の綴りとして下さい。補助簿は必要に応じて作成して下さい。 

□ 補助事業の収支の証拠書類は５年間保存してください。事業の終了後、県が審査を行います（事業が適

切に実施されていることが確認できなかった場合は補助の対象外となります。）。 

□ 職場環境整備計画書の様式は補助金交付要綱に定める様式を用いて下さい。様式に定められた事項の省

略はできませんが、定められた事項以外の記載は差し支えありません。 

□ 交付申請書の提出は各地方局商工観光室で受け付けます。 

□ この補助事業は予算の範囲内で行うこととしており、原則申請順で補助対象を決定しますが、応募応募応募応募総額総額総額総額

が予算の範囲を超える場合は、県において申請者の業種・所在地等により選考が予算の範囲を超える場合は、県において申請者の業種・所在地等により選考が予算の範囲を超える場合は、県において申請者の業種・所在地等により選考が予算の範囲を超える場合は、県において申請者の業種・所在地等により選考します。 

□ その他、補助金交付要綱を十分確認願います。 

 

 

 

 

申請される際のチェックポイント（つづき）

事業の流れ 
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